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はじめに
　本稿の目的は，EUと中東欧諸国及びマグレブ諸国1との貿易関係の分析を通して，自由貿易化が
両地域の貿易の発展，経済特化の形成に如何なる影響を与えるかを明確にすることにある。1989年
の「ベルリンの壁」崩壊後，中東欧諸国は旧来の計画経済から市場経済へ体制転換を進めてきた。
EUと中東欧諸国の経済関係は近年急速に進展しつつあり，　EUを中心とする周辺諸国地域との国際
分業体制の構図が大きく変化してきている。即ちこれまでの経済相互援助会議（COMECON）域内
での社会主義分業体制から，中東欧諸国はEU経済を中心とする国際分業体制へ再編成され，同地
域の貿易構造が大きく修正されてきたのである。コメコソ域内での分業体制下では，エネルギー，資
源原料が国際市場より安い価格で旧ソ連邦から供給されていたが，体制転換後，特に東欧諸国を中心
に交易条件が大きく悪化した。そのため中東欧諸国は，貿易高が急激に落ち込んだ諸国（ブルガリ
ア，ルーマニア，バルト3国）と貿易高を大きく伸ばしたヴィシェグラード諸国（チェコ，スロバ
キア，ポーラソド，ハンガリー）に大別できる。その後，EUとの貿易関係を強化し，　EU側も市場
開放を漸次的に進めていった結果，EUと中東欧諸国の通商関係，貿易構造は大きく変化していった。
　一方，EU・北アフリカ諸国の新たな経済関係構築の契機を迎える切っ掛けとなったのが，1995年
一439一
11月28日，バルセロナで開催された第1回EU・地中海諸国会議である。同会議では，　EU・地中海
両地域から27力国外相が参加し，政治・治安面，経済・金融面，社会・文化・人的側面での協力の
推進に向けたバルセロナ宣言が確認された2。同宣言のなかでEUは，「繁栄を共有する地域」（une
zone　de　prosp6rit6　partag6e）の構築に向け，発展が遅れている地中海諸国との経済格差を縮小し，
当該地域の持続的な経済発展と市民生活レベルの向上による地域間統合を基礎とする包括的な経済協
力体制を築き上げることを目標とした（Sakellariou　J．［1997］；Parlement　europ6en［1997］）。
　同経済協力構想はバルセロナプロセスと命名され，2010年をリミットにEU・地中海諸国間での自
由貿易経済圏創設を目指すEU・地中海諸国自由貿易圏設立構想が設定された（Balta　P，［1995］）3。
2002年4月22’・23日にスペイソのバレンシアで開催された第5回EU・地中海諸国会議では，95年
以来度重なる交渉にもかかわらず合意に達していなかったアルジェリアとの協力合意が調印され，今
後漸次的に同国の関税を撤廃していくことが確約された4。一方，チュニジア，モロッコ両国は，ア
ルジェリアに先駆けてEUとの調印にこぎつけており，　EU・チュニジア間では，1995年7月調印，
1998年3月に同協定が発効され，EU・モロッコ間では，1996年に調印し，2000年3月に発効して
いる。EU委員会は，「バルセロナプロセス：5年後の評価（1995～2000年）」と題された報告の中で，
「地中海諸国がEUとの経済的協力体制を築く上で重要なことは，構造改革政策に伴う制度的・経済
的移行過程での，両地域間のバラソスのとれた協力体制の推進である」と述べている（Commission
Europ6enne［2000a］）。だが，マグレブ諸国はすでにEUに対する工業製品輸出を無関税でアクセス
しているので，自由貿易体制への移行に際し焦点となるのは，EUのマグレブ諸国に対する工業製
品，農産物の輸出，マグレブ諸国のEUに対する農産物の輸入である5。従って，マグレブ諸国は自
由貿易化によりこれまで得ていた関税収益を失い，現地の中小企業はEUからの工業製品の輸出競
争に晒され，貿易収支の更なる悪化が予想される6。これに対し，EUおよび諸国際機関は，国内付
加価値税の増強を推奨し，関税収益の損失といった短期的な静態効果ではなく，市場アクセスに伴う
南諸国側の生産競争力の増強やEU工業製品輸入の促進による技術移転，サービス部門における規
範が保護障壁の撤廃により調和へ向かう，といった長期的な動態効果が自由貿易圏の創設によって促
されると主張している（Commission　Europ6enne［2000a］；George　T．　A．［1998］；Leveau　R．　et　Jolly
C．［2000］）。
　しかし，EUと地中海諸国間での経済的格差はバルセロナ会議から6年を経過した現在も依然とし
て大きく，EU側が掲げている「繁栄を共有する地域」の創出には至っていない。　EUはマグレブ諸
国政府の根本的な構造改革の促進と経済開放による国際競争力の強化が急務であるとして，依然とし
て貿易の自由化を強く推奨しているが，とりわけマグレブ諸国では，各国が抱える脆弱な経済構造に
加え，政治的不安定，巨額な対外累積債務，失業問題といった当該諸国が長年にわたり抱えている構
造的な諸問題は解決されておらず，EUが提起する新たなリージョナリゼーション局面での市場参入
という課題を前に阻害要因が山積している。
　そこで本稿では，まずマグレブ諸国・EU間の貿易関係に焦点をあて，両地域間における貿易状況
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の推移を考察する。次に経済特化状況に関して，マグレブ諸国及び中東欧諸国を比較し，両地域と
EU間の貿易構造の特徴を考察する。近年EUとの経済関係を急速に深めている中東欧諸国との貿易
関係を比較検討することで，EUを中心とする周辺諸国間との国際分業体制が再編成されるなか，マ
グレブ諸国がどのように位置付けられるか，統計資料をもとに経済的側面から検討してみたい。
1．EUとマゲレブ諸国及び中東欧諸国の貿易関係
　2002年度のEU・地中海経済研究フォーラム（FEMISE：Forum　Euro・M6diterran6en　des　lnstituts
Economiques）の年次報告によれば，地中海諸国の貿易総額（2160億ドル，2000年）のうち，赤
字総額は430億ドルに達しており，年々貿易赤字が拡大していると指摘している（Reiffers　J－L．
［2002］）7。
　地中海諸国の対EU貿易赤字額の推移を見てみると，図1に示されるように，95年のバルセロナ
宣言後においても改善の兆しは見られず，92年139億ドルから99年には246億ドルへと大幅に拡大し
ている。加えて，貿易赤字額全体に占める対EUの比率は，92年51％であったのが，99年には60％
へと増加しており，EU・地中海諸国間の貿易不均衡の状態はさらに悪化している8。
　また，図1に特徴的であるのが，93年以降のEU・中東欧間貿易の急速な発展である。94～99年
図1　対EU輸出入額の地域別推移（1988～99年）
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の期間，中東欧諸国のEUに対する貿易額は輸出入ともに約2倍近く増加し，また，93年の時点で
すでに輸出入ともに地中海諸国を追い抜いており，99年には輸出額で地中海諸国の2，3倍，輸入額で
1．8倍に達している。中東欧諸国の対EU貿易収支は，地中海諸国と同様91年以降赤字が拡大してき
たが，97年の315億ドルをピークに，99年には195億ドルへと減少している。中東欧諸国では，1989
年から欧州委員会によるポーラソド・ハンガリー経済再建援助計画（PHARE：Pologne，　Hongrie，
Assistance　a　la　Reconstruction　Economique）と呼ばれる資金援助プログラムが組まれた。同プログ
ラム下，EUは中東欧諸国の市場経済体制への移行を支援し，1996年中頃までには中東欧諸国とEU
との間で連合協定が締結され，地中海諸国と同様10年間の期限内に工業製品に関する自由貿易地域
を創出することで合意している9。さらに拡大欧州市場の形成の一環として，EUとの経済統合プロ
セスを急ピッチで進める中東欧諸国は，早ければ2004年には順次EUへの加盟が予想されている。
とはいえ，中東欧諸国相互間における経済格差はまだ大きく，全ての諸国が経済成長軌道に乗ったわ
けではない。1997年7月のアムステルダム条約の合意を受け，東方拡大への提言を報告した「アジ
ェソダ2000」にて格付けされた第1次交渉国（ハンガリー，チェコ，ポーランド，スロベニア，エ
ストニア）では，旧共産圏時代から受け継いだ重工業部門を初期条件に，同地域では近年工業化が進
展し，資本集約産業を確立しつつあり，とりわけ中欧諸国（ハソガリー，チェコ，ポーランド）を中
心とした機械産業部門の発展は著しく，ハソガリーではドイッを中心としたFDIに伴い，自動車部
門の輸出比率は同国の17．4％にまで達している10。チェコ，ポーランドでは電気機器の輸出が増加し
ており，それぞれ輸出の9．1％，4．9％に達し，EUとの産業内貿易が進展している。一方，1997年に
交渉開始の勧告が見送られた第2次交渉国（ブルガリア，ルーマニア，スロバキア，ラトビア，リ
トアニア）では，衣類・繊維産業等の労働集約産業，もしくは製鉄，木材といった天然資源集約産業
に傾斜しており，EUとの産業間貿易が主流を占めている（Freudenberg　M，　et　Lemoine　F．［1999］；
Chevallier　A．［1997］）11。こうした産業内・間貿易の概念とそれを用いた中東欧諸国及びマグレブ諸
国諸国間の比較に関しては後述する。
　次に，マグレブ諸国のEUとの貿易状況を各国別に概観してみる。アルジェリアでは，1962年の
独立以降炭化水素（石油・天然ガス）部門を重要な戦略資源として基軸に据え，国家主導型の経済開
発政策を着手してきた。同国は，炭化水素資源部門の輸出収益に強く依存した単一資源輸出国構造と
して特徴付けられ，対EU貿易収支は，81年以降大幅な黒字額を計上し，輸出全体に占める炭化水
素部門収益の比率は平均して95％以上に達している12。地下天然資源に大きく依存したアルジェリア
経済は，原油価格の変動に経済を左右されつづけており，とくに80年中頃における原油価格の暴落
は同国に壊滅的な経済的打撃を与えた13。その後，OPECによる石油生産割り当て（クォータ）に常
に直面してきたアルジェリアは，天然ガス生産を増産することで活路を見出し，天然ガスおよび
LPG（液化石油ガス），コンデンサの輸出収益を重要な外貨獲得源に据えた。現在同部門は，炭化水
素部門全体の約75％を占めるようになってきている（Sonatrach［2001］）。原油価格は29ドル（2000
年）にまで回復（前年度比で約50％増加）し，アルジェリア経済に一定の好転を示したが，安定し
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た外貨獲得源とは言えず，依然として同国経済は原油価格の変動に大きく影響を受ける単一資源輸出
構造が支配的である。
　一方，チュニジア，モロッコでは，近年，両国の繊維・．皮革部門の著しい伸長が見られる。チュニ
ジアの繊維・皮革部門の対EU輸出額は，80年43億ドルから98年には30．9億ドルへ急増し，同様
に，モロッコにおいても80年2．6億ドルから98年26．2億ドルへと増加している。同時に，輸入に関し
てもモロッコ，チュニジアでは，80年代後半から繊維・皮革部門の輸入が輸出と平行して増加して
いる。チュニジアでは85年約3億ドルから98年には20．6億ドルへ達し，同期間モロッコでは約2億
ドルから17．2億ドルへ増加している（図2）。同時に，モロッコ，チュニジアでの近年における衣服・
図2　チュニジア，モロッコの対EU部門別輸出入（100万ドル）
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繊維産業への比較優位の形成は，同時に糸・織物生地といった原料輸入の拡大を伴ったものであり，
両国はEU企業の下請け部門として，中小企業を中心とした労働集約的低付加価値商品の生産によ
るに特化しており，EUによる外部への加工工程移転が進展していることが指摘できる。
　また，図2で示されるように，両国の機械・電気製品（自動車等）部門での輸入の大規模な増加
傾向が認められる。チュニジアでは同部門は85年6．8億ドルから98年には24。6億ドルを超過し，モロ
ッコでは7．7億ドルから24．2億ドルへ達している。一方，輸出額は近年に至り，若干の増加傾向が見
られるが，両国は1975年以降，貿易収支の赤字が続いており，資本財（機械，自動車関連製品），原
料（糸・織物関連製品）といったEUによる輸出超過傾向は改善されていない。
III．産業部門別貿易構造の変化
　次に，中東欧諸国及びマグレプ諸国の経済構造を国際情報予測研究所（CEPII：Centre　d’Etudes
Prospectives　et　d’Informations　Internationales）による部門別貿易品目リストをもとに，輸出入品目
構成の変化の点から検討して，その特質を明らかにしてみたい。その際の分析基準として，経済特化
指数（RCA指数：Revealed　Comparative　Advantage）を用いている。バラッサにより用いられた同
指標は，輸出に対する当該部門の相対的位置を計測するものであったが，本稿では，Chevalier＆
Freudenberg［2001］の算出方法に従って，貿易収支総体を一国の貿易全体における比重に応じて各
生産物間で比例配分した経済特化指数を各国別に示している（表1）。
　アルジェリアでは，70年代以降エネルギー部門を基軸とした炭化水素部門の輸出を肥大化させ，
現在にいたってもその基本的経済特化構造に変化は見られておらず，エネルギー部門（石油精製）に
経済特化が大きく傾斜している。それ以外の産業に関しは全てマイナス値を示しており，特に，農産
物，化学品，機械部門におけるマイナスが大きい。チュニジアでは，エネルギー部門から被服部門へ
と特化が変化していってきている。モロッコでも1999年最も高い数値を示しているのが被服部門で
あり，チュニジアと同様の傾向を示している。1989年と比較した場合，両国の農産物，化学品等の
値が減少傾向を示している。マグレブ諸国経済構造の共通した特質としては，チュニジアの電気機械
のプラスを除き，機械，運輸，電気機械，電子機器全ての分野で1989年と変わらず比較劣位に置か
れていることである。一方，中東欧諸国の指数の変化を見てみると，中欧諸国（ハンガリー，ポーラ
ンド）、では，一次産品特化への傾斜を緩和し（ハソガリーでは農産物，ポーランドでは石油精製の指
数の低下），機械，車輌製造の数値の増加傾向がみられる。東欧諸国（ルーマニア，ブルガリア）で
も同様に石油精製，農産物への特化を低下させているが，特化が傾斜しているのは，被服・繊維産業
部門である。
　こうした状況は，長期における産業部門別構成の推移の点からも確認することができる。図3に
示されるように，1970年代初頭のマグレブ諸国は，先進工業国向け一次産品輸出に特化した経済構
造で特徴付けられる。アルジェリアでは，葡萄・柑橘類を中心とした換金作物の輸出が大部分を占め
ていたが，1962年の独立を契機として，巨大な炭化水素鉱床を中心として原燃料輸出を急速に拡大
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表1　対EU貿易でのマグレプ諸国及び中東欧諸国の産業別RCA指数（1989年，1999年）
アルジェリア　　　チュニジア　　　モロッコ
1989　　　1999　　　　1989　　　1999　　　　1989　　　1999
ハソガリー
1989　　　1999
ポーラソド
1989　　　1999
石油精製
農産物
被服・繊維
木材加工・家具
化学品
製鉄・鉄鋼
非鉄金属
機械
車輌製造
電気機械
電子機器
　469　　467
－98　　－98
　－9　　－11
－21　　－22
－85　　－87
－18　　　－9
　－6　　　－3
－120　　－113
－60　　－55
－22　　－22
－28　　－38
　75　　　10　　　　0　　　－5
　42110065100　　　　141　　　　101　　　　1 8
－18　　　－14　　　　－16　　　－17
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させていった。1980年代の終わりから開始された構造調整プログラムの施行後においても，同国は
一貫して一次産品に依存した経済構造が支配的で，地下天然資源に依存した体質から脱却しておら
ず，経済活動の多様化は実現されていない。輸入品目構成の推移の点から分析してみると，重工業部
門への国内投資に立脚したアルジェリア型開発戦略が遂行された70年代後半から80年代前半の期
間，一般産業機械，金属機械，取り付け部品等の中間財・設備財の輸入が拡大し，以降，機械，運輸
（乗用車），電気・エレクトロニクス製品の大半が輸入に依存している。
　一方，モロッコでは，オレソジ，ポテト，トマト，オリーブ等といった輸出換金作物の生産（56
％）が輸出の首位を占めていたが，70年代以降，燐鉱石の原料輸出と同時に，燐鉱石を中心とした
加工産業（化学肥料，洗剤，製薬）の輸出が基軸となっている。チュニジアの主要輸出産品も同様に
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オリーブ油，柑橘類，燐鉱石，原油で占められていた。70年代の国際市場における一次産品価格の
高騰を外生要因として，マグレブ諸国は，国有化と計画経済政策に支えられた輸入代替工業化に着手
してきた。だが，一次産品ブームの終焉とともに原料輸出に依存するマグレブ経済は急激に悪化して
いった。80年代，モロッコ，チュニジア両国ではIMFが推奨する構造調整プログラムを開始し，消
費財の輸出をかなりのテンポで増加させていった。チュニジアでは，第一次産品特化型経済から繊維
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産業（衣料・アクセサリー）を中心とした軽工業部門への特化へと大幅に経済構造を転換している。
モロッコでは，農産物，鉱物資源の輸出を維持しながらも，消費財の輸出を確実に伸ばしている（図
3）。
　以上の点から現在の中東欧諸国とマグレプ諸国におけるEUとの貿易構造を検討してみると次の
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ことが指摘できる。EUの拡大（中東欧諸国のEU加盟申請過程）は，中欧諸国を中心に産業内貿易
を拡大させ，貿易の質的転換に伴う貿易構造のEUへの収束（収敏）が中期的に進行していく可能
性が高い。一方，東欧諸国が今後経済発展するかどうかは，外国投資や民営化の進展度合い，制度的
基盤の整備，中欧諸国の経済発展の進展度合い（集積効果），といった国内外の経済情勢に依存して
いる15。東欧諸国・マグレブ諸国では，産業間貿易が大半を占め，今後，両地域間でのEU市場上で
の競合が高まっていくことが予想される。ここで，産業間貿易と産業内貿易に関しての理論的補足を
しておきたい。一般に産業間貿易は，比較優位性を反映した結果として説明されてきた。即ち資本豊
富国は資本集約財に比較優位を有し，労働豊富国は労働集約財に比較優位を有するというヘクシャー
＝オリーン命題に従って各国の経済特化が促進され貿易パターソが形成されるといものであった。こ
れに対して，経済発展の段階が同程度の諸国間では，同一の産業内で輸出と輸入が同時に行われてい
る貿易が重要な位置を占めていることがバラッサ（Balassa［1966］）により貿易パターン上で確認さ
れると，その後同現象を理解する上での理論的基盤が大きく進展された。国際統計に基づく産業内貿
易の度合いの計測には，一般にグルーベル＝ロイド（Grube1＆Lloyd［1975］）が導入した産業内貿
易指数が援用，修正されてきたが，80年代に入り産業内貿易は比較優位に立脚する旧来の国際貿易
論ではなく，資本労働比率が類似している諸国間での規模の経済性，製品差別化を基礎とした概念と
して導入され，新国際貿易理論として確立されつつある（Helpman＆Krugman［1985］）。ここでは
産業内貿易と産業間貿易の相対的な重要性は，各国の経済レベルがどの程度類似しているかに依存し
ている。一方，産業内貿易自体を垂直的製品差別化と水平的製品差別化に分類し，産業間貿易で重視
された比較優位は産業内貿易においても一定の有効性を持つことが指摘されている。垂直的製品差別
化は品質が異なる商品の差別化を指し，水平的製品差別化は商品としてほぼ代替可能な選択の幅を指
している。この場合，経済発展の段階が異なる諸国間の場合においても，垂直的製品差別化による産
業内貿易は重要な位置を占めることになる。具体的にはEUと中東欧諸国，マグレブ諸国間で見ら
れる下請けによる外部への加工工程移転や委託加工取引が，生産工程過程での国際分業体制としての
新たな形態として着目されている。
　グルーベル＝ロイドのモデルでは，産業内・間貿易を3桁分類したが，近年Fontagn6　et　Freuden－
berg［1997］により同モデルの精密化が図られ，　Eurostatの分類方式に従って8桁分類レベルでの
細分化が試みられている。旧来の産業内貿易分類モデルでは，貿易における価格差により産業間・内
を分類し，価格差が少ない場合，産業内貿易に含まれた。その上で産業内貿易は貿易の重複（over－
lap）によって垂直的製品差別化（重複が少ない）と水平的製品差別化（重複が大きい）に分けられ
た。一方，Fontagn6　et　Freudenbergが提示しているモデルでは，商品を8桁分類した上で，重複が
少ない場合は一方向貿易（産業間貿易）に分類され，重複が大きく，かつ価格差が少ない場合（水平）
と大きい場合（垂直）に分けている。同分類モデルに従いEUと中東欧諸国，マグレブ諸国間の貿
易構造を比較したものが表2である。
　同表によれば，中欧諸国（ハソガリー，チェコ共和国，スロベニア）は，他の東欧諸国と比べ産業
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表2　産業内貿易，産業間貿易の比較（1996）
　　　　産　業　内　貿　易
　　　　　　　　　　　　　　　　　産業間貿易水平的製品差別化　　垂直的製品差別化
チェコ共和国
ハソガリー
スロベニア
スロパキア
ポーラソド
ルーマニア
ブルガリア
チュニジア
モロッコ
アルジェリア
?????38．1
30．9
27．3
19．7
20．6
13．3
11．2
15．2
5．4
Ll
52．3
62．7
67．9
74．6
76．6
85
86．3
80．6
91．2
98．4
出所：Chevallier　A．＆Freudenberg　M．，2001より抜粋。
内貿易が比較的発展している。水平的製品差別化は何れの諸国も10％に達していないが，垂直的製
品差別化の値が最も高いチェコでは水平・垂直を合わせた産業内貿易が占める割合は貿易全体の47．7
％にまで達し，同値はポルトガル（35．9％），ギリシャ（12，4％）を超過し，スペイン（55．6％）の
値に近づいている。ポーランド，スロバキアは中東欧諸国間では中位に位置し，産業内貿易の値は
23～25％を示している。一方，東欧諸国（ルーマニア，ブルガリア）では産業内貿易が占める割合
は約15％に過ぎず，産業間貿易が主流となっている。マグレブ諸国は一般に産業間貿易の比重が高
く，モロッコでは91．2％，アルジェリアでは98．4％に達している。だが，マグレブ諸国の中で唯一チ
ュニジアでは，産業内貿易の比率が約20％に達しており，ルーマニア，ブルガリアの値を上回って
いる。こうしたEU一中東欧諸国間の産業内貿易拡大の動因を説明する代表的な理論としてグラヴィ
ティ・モデルが挙げられる。同理論では，二国間の地理的距離国境隣接の有無，市場規模（GDP
格差），制度的近接性（歴史，政治的要因）等を関数として導入し，中東欧諸国とEU間における貿
易潜在性に関して様々な研究者により実証が試みられている。
おわりに
　バルセロナ宣言で確認された「繁栄を共有する地域」の創出を標榜する社会・経済的な持続的発展
リズムの促進，市民の生活レベルの向上と雇用の増加，発展の遅れた地域との格差の削減，協力体制
と地域統合の促進16といった諸基準は，同宣言から6年を経過した現在，一向に改善されていない。
EU・地中海諸国領域における経済発展を実現する上で，自由貿易圏の確立（経済開放）と政策協調
それ自体では，マグレブ諸国における経済発展を引き出すのに十分とはいえない。貧困にあえぐ諸国
との経済発展を所願した協力体制を推奨するのは簡単であるが，同協力体制の具体的な枠組みを確定
するのは極めて困難な作業である（Teboul　R．［1997］）。ミッシェル・ボーは，　EUと地中海諸国地
域協力（une　coop6ration　r6gionale　m6diterran6enne）の解決策として，1983年以下のように指摘し
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ている。「協調，協力と連帯を実現する空間の創設だけでは，不平等関係の問題を解決することには
ならない。従って，そうした空間が，参加国の影響力，国家規模に応じて参画するものでなくてはな
らないし，一方で，強大国の支配に対して各諸国がその従属を軽減する方向へ向かわなければならな
い。他方で，各国が異なった関係を発展していかなければならない」（Beaud　M．［1983］）。しかしな
がら，現在にいたってもマグレブ諸国はEUに対し実質的な交渉能力を伴った自律的イニシアティ
ブ（une　autonomie　d’initiative）を獲得しているとはいえない（Ould　Aoudia　J．［1997］）17。
　基礎的工業部門を国際競争から保護し，国内経済の発展を目的としたマグレブ諸国の輸入代替政策
の挫折は，80～90年代を通して同諸国を経済開放路線へと向かわせた。その結果，マグレブ諸国の
貿易依存度（0．5（輸出＋輸入）／GDP）は年々増加し，1998年には23～35％に達し，90年代を通じて
同諸国は貿易による国際相互依存関係を基礎とした国際分業体制の枠組みに組み込まれてきた。しか
し，本稿で指摘したように同諸国の経済開放政策は，アルジェリアの原燃料販売による炭化水素部
門，モロッコ，チュニジアの普及技術を用いた下請け繊維産業といった輸出産品に特化したものであ
り，電気・機械産業，エレクトロニクス，食料加工業といった産業部門を内包する多様化した輸出製
造業の確立を基礎としたものではない。それどころか，チュニジア，モロッコでは繊維原料の平行輸
入が増加し，機械・電気製品の輸入が拡大を続けており，国際貿易関係の不確実性に常に依存したま
まである（Menegaldo　F．［2001］；Boiscuvier　E．［2001］；Khader　B．［2001］；Sid　Ahmed　A．
［2001］）。
　本稿で指摘したように，90年代における中東欧諸国とEU間の経済関係の急速な接近により，　EU
と周辺諸国間の貿易関係及び国際分業体制は大きくその構図が塗り替えられようとしている。以下で
は，EUと中東欧諸国の貿易が拡大することによって，　EUとマグレブ諸国間の貿易に如何なる影響
があるのか，また，どの分野において特に競合関係があるのか，最近の研究から例示してみる。
　Chevallier　A．　Lemoine　F．　et　Nayman　L．［1999］では，フィソジャーによる貿易類似指標を用いて
周辺諸国のEUに対する輸出製品の類似性を比較検討している。同研究によると，　EUに対する中東
欧諸国と地中海諸国における輸出構造の分析を行い以下のような結論を導いている。ルーマニアとチ
ュニジア，モロッコ間での輸出製品（特に繊維産業）の類似性は高く，当該諸国間での貿易が競合し
ている（その前提としては，モロッコ，チュニジア両国間での競合が考えられる）。特に既製服製造
では，1988－95年間，EUにおける中東欧諸国からの輸入は7％増加しているのに対し，マグレブ諸
国は4．3％（地中海諸国では5．3％の増加）の増加で，中東欧諸国がマグレプ諸国を上回っている。こ
うしたEU繊維産業の両地域からの輸入増加には二つの要因が考えられる。①ドイツ，イタリアを中
心に輸出が減退したことにより生産拠点が周辺諸国へ急速に移転している，②南欧諸国（ギリシャ，
ポルトガル）での繊維産業の衰退による補完が考えられる。すなわち，中東欧諸国のEUに対する
輸出はマグレブ諸国よりも高い割合で増加しているが，同増加分はEU域内での生産の減少により
補填されており，必ずしもマグレブ諸国を犠牲にしたものではないと結論付けている。Andreff　M．
etW．［2001］は，93T97年間でのマグレブ諸国と中東欧諸国のフランス市場占有率を比較検討してい
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?る。同期間，マグレブ諸国と中東欧諸国のフラソスの市場シェアを100％とした両地域間の相互比較
した場合，マグレブ諸国からフランスへ向けた輸出の中で，委託加工製品（繊維・被服製品，機械部
品，電気機械）が占める割合は47％から33％へ減少している一方で，中東欧諸国が占める割合が増
加していると指摘している。また，国連の統計（UNECE）では，繊維・被服分野における対EU委
託加工取引の順位は，1990年時には5，6位に位置していたチュニジア，モロッコは1994年には7，8
位へと順位を下げ，1994年の1位から4位ではポーランド，ルーマニア，ハンガリー，チェコの中
東欧諸国の4力国で占められている。ここで重要なことは，中東欧諸国のEU市場への接近によっ
てEU一マグレブ諸国間の貿易が排除されているのか，それとも代替されているのかである。換言す
れば，中東欧諸国はEUでの市場占有率の拡大をマグレブ諸国よりも早いテソポで達成しているの
か（代替），それともマグレブ諸国はEUでの市場占有率が減少しているのに対し，中東欧諸国は増
加しているのか（排除）である。本稿では，マグレブ諸国の貿易構造の近年における変化の分析に留
まり，この点に関して十分な比較検討を行うことができなかったが，以上の問題は今後マグレブ諸国
が経済発展する上で重要なファクターの一つである18。なぜなら，EU一中東欧諸国間の貿易の拡大強
化によってマグレブ諸国が排除あるいは代替される方向に向かうとすれば，今後EU一マグレブ諸国
間の貿易は停滞（あるいは緩慢な成長）し，EUとマグレブ諸国間の不均質性はますます高めること
が予想されるからである。
　マグレブ諸国，中東欧諸国とEUとの貿易関係の現状を分析した本稿での目的は，多様な生産構
造を形成しながらの産業内貿易によるEU諸国との国際分業過程への移行過程であるのか，それと
も，旧来の〈中心一周辺〉関係を維持した産業間貿易によるEUを中心とした拡大過程であるのかを
実証的分析を通じて明確にすることであった。実証分析から得られた結論では，マグレブ諸国は，
EUとの貿易関係を労働集約型産業，資源集約型産業に特化し続けている。こうした貿易関係は，中
東欧諸国にも同様に当てはまるが，近年，中欧諸国では旧来の特化構造を緩和させる方向に向かって
おり，新たな部門での比較優位を確立しつつある。一方，東欧諸国（バルト3国，バルカソ諸国）
では，マグレブ諸国と同様，労働集約型，資源集約型産業に特化したままであるが，EUの拡大プロ
セスの中で，急速にEUとの国際分業体制を基軸とした補完的関係を深めつつある。
　EUによるマグレブ諸国に対する経済戦略は「繁栄を共有する地域」の確立ではなく，EU工業製
品の販売基地，低付加価値製品の下請け産業供給地もしくはアルジェリアに代表される地下天然資源
供給地としての固定化であり，自由貿易化の進展によってマグレブ諸国の貿易不均衡は改善されない
まま，EUの販売基地として工業製品輸出超過が加速化される可能性が高い。同時に，リージョナリ
ゼーションと国益の絡まりから域内経済が停滞するEUに残された可能性は，近隣地域へのダイナ
ミックスの促進にのみ存在する（Hugon　P．［1993］p．746．）ことを考慮すれば，　EUにとって，常に
レント経済に留まったままであるアルジェリアは重要な天然地下資源供給国であり，一方，輸出製品
の主要部分が付加価値の低い衣料製品で構成され，原料の輸入をEUに依存する下請け産業構造に
特化しているチュニジア，モロッコもEUの経済安定化に向け必要不可欠な隣国に位置付けられる19。
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　これまで多くの研究者が，EU一マグレブ間の貿易に関して文化・歴史的に関係の最も深い旧宗主
国フランスや地理的近接性の点でイタリア，スペインとの貿易の緊密性，およびEUとのリージョ
ナリゼーショソの有効性を指摘してきた（Reiffers　J－L．［2002］；Michel　Freudenberg，　Guillaume　Gau・
lier，　Dniz　unal－kesenci［1998］）。事実，貿易シェアの点では，フランス，イタリア，スペインはマグ
レブ諸国の主要な貿易相手国に位置している。しかし国内産業の多様化やFDIに結びつかない同貿
易関係は，賃金水準の低い中国・アジア諸国との国際市場における熾烈な価格競争や，特に本稿で指
摘した近年における低コストで高品質の製品を提供しEUとの経済関係を強めている中東欧諸国の
著しい経済発展の興隆による攻勢を前に，マグレブ諸国が有するEUとの距離的，歴史的近接関係
は，もはやそのプライオリティを持たない。自由貿易圏の確立は，工業部門における新たな生産活動
の多様化を実現する契機となるものでなくてはならないが，マグレブ諸国は，EUとの対等な貿易関
係を確立しないまま，EUと中東欧諸国との新たな国際分業体制の編成にむけた地理経済的な構造転
換が進行し，EU・地中海パートナーシップという国際協調体制のなかでのポジショソの選択を迫ら
れている（Boiscuvier［2001］p．107．；福田［2001］p．66，）。　EU・地中海地域間における投資の相互
拡大を援用したハブ・スポーク理論（Lawrence　Z．　R．［1997］；Commission　Europeenne［1996］）の
発動可能性は，現況のマグレブ諸国では低く，逆にマグレブ諸国は貿易転換効果によりマージナル化
される可能性が高い。マグレブ諸国にとって重要なことは，まずは諸国間で分裂した南・南間での地
域統合と直接投資誘致に必要なコンディショソである政治的安定性（治安の回復），国内市場の拡充，
失業率の削減といった条件の前提整備の作業を通じた信頼性の回復（Talahite　F．［1997］）が不可欠
である。
注
1本稿では，北アフリカ諸国のうち主要3力国（アルジェリア，モロッコ，チュニジア）をマグレブ諸国と呼ぶ。
2EU　15力国，地中海諸国12力国（アルジェリア，モロッコ，チュニジア，エジプト，トルコ，シリア，レバノ
　ン，ヨルダソ，イスラエル，パレスチナ自治政府，マルタ，キプロス）を示す。
3バルセロナプロセスに関しては以下も参照のこと。拙稿［1999コ；Commission　Europ6enne［2000b］；Reiffers　J．・
　L．［1997］0
4また同会議では，雇用創出に向けた投資の拡大，民間部門，南南間経済統合がプロジェクトの優先事項として
　確認された。現在までの開催地は，以下の通り。第2回マルタ（1997年4月15・16日），第3回シュッットガ
　ルト（1999年4月15・16日），第4回マルセイユ（2000年11月15・16日），第5回バレンシア（2002年4月22・
　23日）。
5アルジェリアの関税率は，農業部門では21．8％，工業部門で24．9％，チュニジアではそれぞれ31％，29．6％（値
　は1998年），モロッコではそれぞれ28．9％，21．3％（値は1997年）を示しており，発展途上国全体の平均値13．1
　％と比較しても高い数値を示している（Reiffers　J．　L．［2002コ）。
61MFの試算によれば，2008年までにモロッコでGDPの1，8％，チュニジアで2．6％の損失につながるとしてい
　る（George　T．　A．［1998］）。こうした短期的な関税収益の損失に対しEUが提示している補填策としては，
　MEDAプログラムが挙げられる。　MEDAプログラムは，1995年に創設され，①地中海諸国における政治・社
　会改革を促進し，競争力ρある開放市場の確立と経済的移行過程の推進，②初等教育，医療制度，発展の遅れ
　た地域の開発支援を二つの主要な目的として設定された。だが，MEDAプログラム（1995－1999年）による支
一　452一
　援金の支出額は常に遅滞しており，締結された支援予定総額（34。35億ユーロ）のうち，実際に支払われた額は
　締結総額の26％（8．9億ユーロ）に過ぎず，予定額を大幅に下回ってきた（Commission　Europ6enne［2000a］）。
　2000年11月27日にはMEDAIIプログラム（2000－2006年）が可決され，総額53．5億ユーロを7年間に渡り地
　中海諸国へ融資する計画を発表している。同予算は，欧州投資銀行（EIB：European　lnvestment　Bank）の貸
　付準備金も含めると130億ユーロを計上する。MEDAIIプログラムでは，前回のMEDAプログラムでの支払
　の遅滞や，支払率の低さの反省をもとに，融資決定プロセスの合理化，EU・地中海諸国間の対話の強化，前
　回86％に達していた個別プログラムから地域及び各国別融資プログラムへの比重の強化が図られている（Com・
　mission　Europ6en　［2000b］）。
7また，地域内で貿易黒字を計上しているアルジェリア，シリアの石油関連部門を除いた場合，地中海諸国の赤
　字総額はさらに増大し500億ドルに達する。
8EU・地中海諸国間の貿易不均衡に関しては多くの研究者が指摘している。詳しくは以下を参照のこと（Lev－
　eau　R．　et　Jolly　C．［2000］；Teboul　R．［1997］）。
9PHAREは，その後，チェコ，スロバキア，ブルガリア，東ドイッ，アルバニア，ルーマニア，スロペニアと
　バルト三国に適用範囲が拡大され，①国有企業の再構築，②民間部門，特に中小企業に対する援助，③財政，
　金融制度（税，銀行，保険など），中東欧諸国が市場型経済の移行を支援するための資金援助が行われた（清
　水，石井［2001］）。
10フローデンベルグは，EU・中東欧諸国間の貿易構造を「質的国際分業」と捉え，産業部門内での低価格製品
　への特化（例えば高級自動車（EU）に対して普及車（中東欧諸国））の貿易関係を指摘している（Freuden・
　berg　M，　et　Lemoine　F．［1999］）。
11体制転換後の東欧諸国貿易構造の変化に関して，百濟教授は，「東欧諸国の市場開放と世界市場価格への調整
　過程によって，貿易の取引商品構造が急変した。旧ソ連邦からのエネルギーおよび原料供給の大幅な後退によ
　って，対EUおよびOECD諸国貿易において，資源集約的な商品グループの輸出が大幅に激減した。一方，労
　働集約的な商品グループが，輸出品としてその役割を増大した」と述べている。この点に関しては，後に
　RCA指数で分析しているように，例えばルーマニアでは資源集約的産業（石油精製）の指数が大きく後退し，
　労働集約的産業（被服・繊維）の指数が大きく伸長している。程度の差はあるが，ブルガリアにおいても同様
　の傾向が見られる。
12また，アルジェリアの炭化水素部門に対する過剰依存の傾向は，近年に至りさらに進展し，97年には輸出全体
　に占める炭化水素部門収益シェアは98％にまで増大し，GDPに占める同部門の比率は1993年21％から1997年
　30％，2000年には41％へと増加した。タルハは，同国の経済構造は，1994年から開始されたIMFによる構造
　調整を経て，計画経済を基幹とする中央集権的政治構造による生産資本蓄積型の地下天然資源依存経済体制か
　ら，民間企業，公団，外資を含めた商業資本によるレソト依存経済体制へ転換したと指摘している（Talha　L．
　［2001］）。
1381年，1バレル当たり40ドルの最高値をマークした原油価格は，86年になると1バレル当たり14．8ドルにまで
　急落した。それに伴い同年の原油輸出収益は，125億ドル（1979～85年次平均）から一挙に65億ドルへ減少し
　ている（Taibouni　A．［1995］；Benachenhou　A．［1993］p．31．）。
14CEPIIによる部門別貿易品目の分類は以下の通り。
ST1第一次産品 金属鉱石・屑，?ﾘ・果物等）
非鉄金属，鉱物原料（燐鉱石，石材等），原油・天然ガス，穀物，食料品（食肉，
， 99 ，曹曾曾「 曾曹・ 曾曾曾 曹・9曾ST2基礎的工業製品 セメソト，セラミ ックス，煉瓦，ガラス，鉄鋼，鉄骨橋梁，化学品。
，9曹曾曾 ，曾，■，幽，ST3中間財 鉄パイブ，鉄管，ｬ部品，
　　　　繊維・織物生地 木材加工，製紙，金属製品，産業機械，エレクトロニクス構
ｩ動車部品，化学肥料，ゴム製品。
ST4　曾，曾曹ﾝ備財 ，P
，曾曾曾，　　　　　　　，9噛，，，@械製造，農業機械，原動機，特殊機械，その他の機械，電気・電子機器，車輌製造。
，曾，幽，曾曹曾曹 曾曾，ST5混合製品 皮革製品，製靴， 家具，印刷物，プラスチック製品，食用油脂，飼料。
，??
消費財
曾曾曾 幽　　　　　　　　　　　曾曾曾曾﨑栫Cメリヤス製品，絨毯，その他軽工業品，家電製品，乗用車，穀物製品，缶詰，嗜好品。
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15今後，ヴィシュグラード諸国がEUの経済水準への「収敷」（convergence）に向かうのかどうかは，現在の経
　済成長理論で論議されている移行諸国の経済成長の動因は何かという問題も含めて重要な課題といえる。経済
　の収敏（収束）理論は，経済発展の遅れた諸国（貧しい諸国）は，経済発展の進んだ諸国（豊かな諸国）より
　高い経済成長率を実現し，長期的にキャッチアップするというソローの新古典派成長モデルを出発点として，
　その延長線上の技術変化や人的資本をモデルに組み込んだ内生的成長理論に関する実証的妥当性を巡る議論が
　行われている。EUと中東欧諸国間の経済収敏を分析した研究として，　Ficher　S．，　Sahay　R．　and　V6gh　C．　A．
　［1996］は，1989－95年間における中東欧諸国10力国を含む移行諸国26力国のマクロ経済指標（実質GDP成長
　率，インフレ）の推移を比較している。同研究では，ハイパー・インフレの封じ込め，民営化・自由化等のマ
　クロ経済安定化政策を開始した時期を基準（stabilization　time）にグラフを構成し，実質GDP成長率は安定化
　政策の施行後2年でプラスに転じていると結論付けている。De　Melo，　Denizer　et　Gelb［1996］では，国内市場
　価格競争の自由化，貿易と外国為替体制の自由化，民営化・金融改革の三つの変数から経済自由化指標（Cu－
　mulative　Liberalization　lndex）を用いて，自由化と経済成長のプラスの関係を指摘している。更にFicher　S．，
　Sahay　R．［2000］では，　EUとの地理的距離，移行前年における教育水準，天然資源賦存状況の有無といった
　初期条件（initial　condition）を付加して経済成長の分析を行っている。　Andreff　W．［1997］は，中東欧諸国の
　EUへの収敏過程を①名目的収敷（マーストリヒト基準への接近度合）②実質的収敏（GDP成長率，失業率，
　固定資本形成）③構造・制度的収敏（対外貿易構造の変化，民営化）の点から検討している。担しAndreff
　［1997］は資本主義体制への移行と先進経済諸国への収敏へ向かう中東欧諸国への問題提起として，「あらゆる
　経済活動の完全な市場経済体制への移行，あるいは，イデオロギー的には，マルクス後の新たな化身として歴
　史の終焉を体現する『資本主義の勝利』が正しい発展であるならば，ここで提起される問題は，経済システム
　の収敷ではなく，最も効率的で最適であると仮定される唯一のシステム，資本主義への収敏が問題なのであ
　る」（239ページ）と指摘している。
16Marches　Tropicaux　et　Mediterraneens，5mars．1999．　p．464．
17自律的イニシアティブ確立の可能性の一つとして，マグレブ諸国側からの経済地域圏の確立が考えられる。
　1989年2月，マラケシュにおいて北アフリカ5力国（アルジェリア，リビア，モーリタニア，モロッコ，チュ
　ニジア）の首脳により調印されたUMA（Union　du　Maghreb　Arab）は，その1つに挙げられるが，近年にいた
　ってもモロッコーアルジェリア間の貿易量（輸出入）は全体の0．9％，モロッコーチュニジア間では0．6％に過ぎ
　ない。スッカによれば，実現可能な経済的プロジェクトの欠如，低い貿易補完性，イソフラの未整備が阻害要
　因として挙げられるとしている（Sekkat　K［2001］）。
18同時に，本稿で指摘した外部への加工工程移転や委託加工取引の増加とそれに伴う生産のフラグメンテーショ
　ンが与える周辺国への影響（直接投資やそれに伴う技術移転）に関する実証分析もまた今後の課題である。
19ジェフラットは，EUは生産資本の周辺諸国への移転を推奨する政策を採るべきであり，周辺諸国の競争力の
　安定化を図らなければならないと指摘している（Dje且at　A．［2001コ）。
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